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複合経営論の現代的意義
　　　　　　　　　　　　　　　　　寺　田　由　永
What　is　meant　by　the　articles　of“Farm　Management　with　Polyculture　”
nOW？
　　　　　　　　　　　　　　　Yoshinaga　TERADA
　Now　we　have　the　articles　of　t’　Fukugo　Keiei”　（the　Japanese　Language），　but　we　do
not　always　know　what　is　meant　by　them．　It　differs　from’tTakaku　Keiei（〃）in　the
meaning　in　Japan，　But　we　call　them”Farm　Management　with　Pol　yculture　”in　English．
　What　is　meant　by　”Fukugo　Keiei”？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔1〕
　最近，といってもここ数年前からか，　「複合経営」という言葉がしばしば用いられるようにな
った。複合といっても別にこれは，単複の複ということではなく，例えば農林省などでは，部門
の相対的大きさによって限定しており，農業経営を単一経営と複合経営に分け，単一経営でない
経営を複合経営とし，さらにそれを準単一経営，二部門複合経営，その他の複合経営に分けてい
　1）
る　。
　過去において我々は，通常「多角経営」なる表現を用いて来た。今日「複合経営」という場合，
「多角経営」とは異質なものとする証言が，必ずしも明確に得られている訳ではない。例えば金
沢教授は，比較的早くから複合経営について論じて来たが，多角経営との区別を特別強調しては
いない。ただし「多角化といえば多くの場合，昭和恐慌期の農村更生運動や，農家副業の事業に
対する暗いイ、一ジが浮んで来て2）」，その使用を好まないのではないかという推za・Jはつく。
　「複合経営」と「多角経営」の二者が同義語なら，こと新らしく呼称，用語を変える意義は認
めがたいが，情緒論ではなしに，両者を区別すべき科学的必然性，正当性があるかどうかは，明
らかにしておく必要があるように思う。つまり今日の日本の農業経営で，考えなければならない
のは「複合経営」であって「多角経営」ではない，ということをいうたあには，どうしてもそこ
のところをはっきりさせなければならないからである。
　ところで「複合経営」といい「多角経営」という。これの論議は，現代の，あるいはこれから
の日本の農業経営に関する論議，すなわち日本農業経営論なのである。農学の研究に従う者から
すれば，日本の農業経営を対象とする，農学の一部門をなす農業経営学的考察を行なうというこ
とである。本稿はさらにそれを根底において，政策論的立場から考究を加えようとするものであ
る。
　しかも考察の対象である農業経営の，その内容を示す用語に関わりがある論議を展開しようと
いうのであるから，基本的には農学史的方法による考察を必要とするようである。そこでまず第
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一に，農学の発達史の中で，「多角経営」とか「複合経営」とかが，どのように取り扱われて来
たかをみて，その上で現今行なわれている「複合経営論」が，農学の発達段階の何処のところに
位置づけられるかをみることにする。
　このような手順を踏んで行けば，昨今行なわれている「複合経営論」が，日本の農業経営政策
上いかなる意義をもっているか，その辺のところを明らかにすることができるように思う。した
がって以下，この順序により大胆な試論を進めて行くこととする。
　ただしそれに入る前に，農学の発達段階について，若干予備的説明を付け加えておく必要があ
る。農学全般にわたる範囲で，農学を一個の独立科学として捉え，その発達史一農学史を組識的
体系的にえがき出したのは3），柏教授である。とを謝ざるを得ないであろうカ、ら，教授に従っ
て発達の段階を示すと次の通りである4）。
　教授によれば，独立科学としての農学はA．テーヤに始まるが，その後2段階を経て，今日発
達の第3の段階に入っていることになる。その第1は「補償の農学」の段階，第2は「適応の農
学」の段階，そして第3，すなわち今日のそれは「制御ないし形成の農学」の段階である。
　A，テーヤに始まる第1段階は，植物によって吸収され，土壊中から失なわれる物質成分を補
償する，この「補償」を中心に展開された農学の初期の段階である。第2段階は，それまで未知
であったり，あるいは前提として来た条件が顕現しあるいは変動するに至り，新しい事態，新し
い条件にいかに適応するか，この「適応」を中心に展開された農学の中期の段階である。この段
階は大略1870年頃から始まった。
　ところが1930年頃になって，もう一度大きな変動が起って来た。そこでの科学の諸分野における
変化や，社会経済的変化などの内容については，他の段階のものをも含めて後に記すが，ここで
農学は，前期のそれとは異なった特質を帯びるようになる。すなわち自然的，社会経済的環境を
克服して行く，それを制御して行く，あるいはより積極的に，農業生産の行なわれる新らしい
「場」を形成する，そのような農学に変って来た。以上が教授の示す3段階説の概要である。
　こうして今日の農学が，制御ないし形成の段階にあるとすると，再び元に戻って，昨今いわれ
ている「複合経営論」も，当然その段階の議論として論じられなければならない筈であるが，そ
れにもかかわらず，論議の視点がそこのところに定まらなければ，結果的には現象を追っている
だけで，それではまことに不毛な論争を重ねるに過ぎず，新たにこの一稿を付け加える意味もな
いことになる。
（1｝貝原基介「日本農業における複合経営の意義」『農業と経済』第42巻第3号，昭和51年3月号，6ペー
　ジ。なお単一経営の定義は次の通りである。「稲作，麦作，雑穀，マメ類，イモ類，高等園芸，野菜，果
　樹，工芸作物，その他作物，養蚕，酪農，養豚，養難，その他畜産のうち，…つの部門の販売額が，総販
　売額の60％以上を占めるものとする」。農林省統計調査部「農林水産統計調査用語集」昭和44年を参照
　のこと。
（2）金沢夏樹「経営複合化の論理と現実」前掲『農業と経済』12～3ページ。
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（3）柏祐賢「農学原論」昭和37年，第1章　農学の成立およびその発達一農学史大要，参照のこと。
（4）同「農学のゆくえ」『農業と経済』第37巻第5号，昭和46年5月号，参照のこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔皿〕
　ところで現実の複合経営論をみると様々で，背後にある思想，立論の根拠，あるいは農業その
ものについての見解など，いろいろな要因がからみ合って複雑である。幸い『農業と経済』第42
巻第3号，昭和51年3月号に，「新しい複合経営の理論と意義」なる特集が行なわれ，権威が力
強く明快な論陣を張っておられるので，それらをも手がかりにしながら，問題の本質に迫ってみ
たいと思う。
　さて我々が今日複合経営とか単一経営とかいっている時，暗黙の了解裡に商品生産としての農
　　　　　　　　　　　1）業生産を前提にしていう。何故かといえば，自給的生産の場合には，当然のこととして各種作物，
家畜，家禽等が組み合わされ，さらにその加工部門から副業までが組み込まれて来るであろうし，
耕作強制が行われた中世ないしそれ以前においては，単複論議それ自体問題になっていなかった
のではないか，と思われるからである。
　もっとも三圃式自体ある意味では複合経営で，何れも穀作（麦類）とはいえ，冬夏の両季に作
物の栽培が行なわれている。さらに我国の水田裏作もまた冬作で，夏の稲作と組合せて，これま
た単一経営とはいいがたい。しかし実は，ドイツ近代化の波の中で起った農業恐慌，その渦中に
あ。て農腱設に励み，その鰍を通して説かれたA．テーヤの「合理膿業の原理」2）．そ，
科学的な複合経営論の原型のように思われる。
テーヤの鯉膿業の経営方法は，当時イギiJスで行われていた轍方式3）をとり入れ，三圃
式の冬穀物のあとに飼料用甜菜などの中耕作物を入れ，夏穀物のあとにクローバーなどを入れる。
三圃式のように休閑はしない。いずれにしても作物の転換をはかる訳ではあるが，何故そうした
のかというと，ポイントは飼料獲得である。飼料用の作物を栽培し収穫して家畜に与えるためで
ある。
　家畜を舎飼いするには飼料を畑で作らなければならない。そういうことであって，さらに家畜
の舎飼いは厩肥を得るためなのである。すなわち作物を栽培することによって地力が消粍するが，
その消粍分を補償しないと土地が荒廃する。すなわち作物を栽培することによって土中から失わ
れるのは腐植質（Humus）であるから，それを補償しなければならないが，それを可能にするの
　　　　　　　　　　4）は厩肥であると考えた。このようにして，彼のいう合理的な作物と家畜の循環が完結する。そし
てこれは，経営内部の有機的関連関係を最も重視したものといえよう。複合経営というものは，
本来そういうものなのではなかったか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）　テーヤの考え方は，しかしJ．v．リービッヒ　によって強く批判された。テーヤの腐植質説に
対して彼は鉱物質説をたて・真向から対立することとなった。彼のこの無機分栄養説は画期的な
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ものとして受け入れられ，いわゆるリービッヒ時代を現出するに至った。ただに鉱物質のみが有
効であると主張しただけではない。さらにテーヤのいう輪栽方式をも有害無益であるとしてしり
ぞけた。今日我国農業は化学肥料万能時代にあるといわれているが，その原型は実にリービッヒ
時代にあったのである。
しかしリービ。ヒの考え方も，弟子のJ．B．・一ス（1814～1900）とJ．H．ギルバート6）（1．
817～1901）が，師のもとを去って母国イギリスに帰り，ローザムステッド（Rothamsted）に
農事試験場を作り（1843），そこでの実験に基づいて反論するに及んで，はじめて批判の矢を射
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）られ，その後の20年にわたる師弟間の激しい論争の過程で崩されて行き，無機分栄養説は再び
有機物質説にとってかわられるようになる。ただしこの場合再評価された厩肥は，窒素質肥料と
して有効と認められたのであり，同様の意味で硫酸アンモニアもまた肥料として重視されたので
ある。
　いずれにしてもテーヤ以来考究されて来た課題は，植物に吸収され，土中から消え去る成分を
補償する，逆にいえば「補って獲る」ということであった。輪栽方式の可否，家畜との結びつき
など，つまり複合経営の問題も，実はこの補償の農学の中で考えられて来たのである。
　ところが1870年頃に，ヨーロッパ農業に大変動が起って来た。アメリカ大陸との交流の結果，
大量の農産物が安価に輸入され，穀物相場が一挙に暴落する有様であった。テーヤにしてもリー
ビ．ヒにしても，さら鳳取チ＿ネン8）にしても，いずれ膿産物の市場価格の変動とい
うことは，ほとんど考えていなかった。こうした事態はそれであるから，農業者のみならず当時
の農学者達にも，深刻な打撃を与えた訳である。
　技術的にも新事態が生れて来た。例えばブドウのフィロキセラ，ベト病菌などが入って来た。新
しい作物一タバコ，ジャガイモも入って来た。アメリカ大陸へも世界中からいろいろな害虫が入
って行った。こうして生産的技術学の面でも，全く新しい事態に直面することとなったのである。
　もっとも農学はそれ以前に，はや内部に発展の軸を形成して来ていたし，同時に周辺の諸科学
一社会科学，自然科学とも一が発達して来ていたため，こうした新しい事態に対応することがで
きるだけの力をもっていた訳であり，したがってこの1870年頃は，新しい農学誕生の画期に当る
というべきである。もっともこの大変動に直面してしばらく農学界は混乱を続けるが，やがて新
しく生まれ変って今度は，「適応の農学」になっていくのである。
　経営の問題につy・てみることにしよう。前述した通り市場価格に変動が起れば，価格一定を前
提とする経営学は崩壊する。そして今まで未知であった市場の法則性を発見し，それにいかにし
て適応させるかが重要課題となる。新しい経営学は，新しい条件にいかに適応するかを考える，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）適応の農学の中に位置する訳であるが，ここで出て来たのがF．アーレボーである。
　それであるから彼は，農産物も生産手段も，その市場価格は常に変動するものと考え，それを
前提に生産諸要素要因の組み合せ，経営内部諸部門の組み合せを，どう変えて行くかを論理的に
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描き出そうとした。まさしくこれは，彼の学問が「適応の農学」の一分野を占めることを示して
いる。さらに彼は，経営規模の変化をも考えたが，その点を考慮しなかったチューネンより，一
歩前進したものといえよう。ただアーレボーの場合は，農民的家族経営を一般的とみ，チューネ
ンの農業観を都市優位的思想として排し，農業は都市のみのためにあるのではなく，自給自足的
　　　　　　　　　　　　　10）な営みをする経営が重要である　　　　　　　　　　　　　　　として，企業地主的立場に立つチューネンより，一見一歩後退
したかの如き観がある。
　それであるから規模の問題を考えたとはいっても，今日いわれるように規模拡大を直ちに望ま
しいものとしていた訳ではない。家族経営としての規模を前提に，価格変動に対応してその規模
をどうすれぽよいかを考えたに過ぎない。したがってむしろ彼の思考は，個別の経営において，
現在の耕地面積に対してどれだけの労働，資本を投下するか，つまりどれだけの集約度を実現す
るかに向けられていた。同時にまた，関連して経営諸部門間の比率関係，諸部門間の有機的結合
関係の問題に向けられていた1D，とみるべきであろう。このような思考方法は，つまりここに与
件があって，その与件が他律的に変動し，その変動する与件にどのように適応するかという，適
応の科学特有の形式の中にある。
　さて農学は，1930年頃にもう一度大きな転換期を迎えることになる。科学としての農学の周辺
に，革命的ともいうべき変化が起って来たし，農村経済社会を含めた社会経済秩序に，一大転機
が生じて来たからである。当然のこととして前者は，科学としての農学の再構築を求めるであろ
うし，後者は農業経営存立の基盤である土地所有関係をゆさぶり，労働ならびに技術のあり方に
転換を求めることであろう。
　科学の分野に大きな変化をもたらした動因は，例のエレクトロニクスの発達である。これの発
達により電子顕微鏡が開発され，極微の世界が我々の眼前にあからさまになって来た。生命の神
秘でさえ，今やそのべ一ルをはがれつつある。電子計算機もまた大きな役割りを果している。従
来は天文学的と考えられた数字，極めて複雑な数式の計算も，この計算機の発達によって瞬時に
行い得るようになった。今までは不可能と考えられた各種大規模なプロジェクトが，正確な計算
に基いて仕組まれ，実施可能になって来たのである。
　放射線に関する諸学の発達もこの頃からである。放射線の照射によって，人為的に突然変異を
作り出すようになった。かかる変異はもともと偶然にしかみいだし得なかったもので，それなれ
ばこそ，突然変異と名づけられたものであろう。それを人間の作為によって作り出す科学の発達
は，確かに従来の科学の特質を超えている，といわなければなるまい。
　さらに高分子化合物の開発も目覚ましい。分子量の大きいこの物質は，主として有機化合物を
いうが，これも1935年頃に概念が確立されたものである。いずれにしてもこれは，低分子化合物
の重合，縮合，付加反応などにより生成されるが，次々に種々の新らしい合成物質が作り出され，
天然物にとってかわる勢いである。
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　これらの科学の発達は，人間が自然的環境を克服するための，有力な手段を与えてくれること
になったが．文化科学例えば経済学の方でも，従来と全く性格を異にした，新らしいアイディァ
をもった理論が出て来た。1936年のJ．M．ケインズの一般理論である。
　ケインズの「雇用，利子および貨幣の一般理論」は，理論の中に政策を含めるという，極めて
特異な構成をもつものである。周知の通り30年頃から世界的に恐慌がひろまり，激化して行った
が，ケインズはその渦中に生れて来た失業をなくする政策を，その理論の中に取り込むという理
論と実践の統一を試みたのである。
　従来経済理論は，没価値性の追求をおし進め，人間的主体的要素をできるだけ排除しようとし
て来た。純粋経済学，数理経済学，計量経済学など，純粋科学への接近がはかられて来たのであ
る。しかしその一方で，人間を考えようとする人達もいたが，ケインズの理論は，前述の通り現
実問題を根底に置いたもので，現状を打破するための手段，完全雇用を実現するための方途を求
めるという，いわば経済社会の制御，完全雇用体制の形成を目ざしたものというべきである。
　一方社会経済秩序も30年頃からしだいに転換期に入って来た。前述の世界的恐慌が契機にな
っているが，それを克服するため企業者的資本主義経済秩序の秩序原理たる，利潤追求のために
企業自体が組織化し，寡占化して行く。企業の合理化が進み失業が増大するが，労働者側も組織
化し労働組合を結成する。農業や中小企業，あるいは消費者などといった，経済的弱者は協同組
合組織を作る。組織体制の深化が起って来たのである。
　こうした中で企業者は，巨大化するにつれてその機能を，被雇用者に分担分掌させざるを得な
くなる。さすれば雇用賃銀は単なるコストとのみ考える訳に行かなくなるし，一方労働組合の発
言力も強くなり，被雇用者の福利厚生をはかることが，企業の一つの目的になって来る。単純に
利潤追求のみという訳に行かなくなった場合，企業者はもはや，内部的に変質を始めているので
ある。
　科学と経済秩序のこうした変貌の中で，農学もまたそうした動きに無縁ではあり得ない。農学
もまた制御の，形成の科学として，面目を新たにし始めて来たし，またそうあるべきである。し
からば制御の農学，形成の農学とはいかなる内容をもつものであるか。その段階における「複合
経営論」とはいかなる経営論なりや。次に各種の論議を検討しながら，論述を進めることにしよ．
う。
（1）岩片磯雄「単一経営か複合経営か」　『農業と経済」前掲号，4ページ。
（2）Albrecht　Danie1　Thaer（1752～1828）の”Grundsljtze　der　rationellen　LandWirthschaft，
Bd．1，1802，　Bd．　E，1810，　Bd．皿，1810　，　Bd．　IV，1812．”（～wirth～のthは誤記にあらず，
念のため）に示されている。なお柏，前掲「農学原論」，同「農学の定礎者　テーヤの生涯」昭和50年，
参照のこと。
｛3｝イギリスのノーフォーク地方で殆んど定式化されていた六圃式輪作法で，1．カブラ，2．大麦，3．9ロー
バー，4．クローバー牧場，5．小麦，6大麦と作物交替を行なうものである。
（4）柏，前掲「農学原論」42ページ以下。
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（5｝Justus　von　Liebig（1803～1873）の”Die　Chemie　in　ihrer　Anwendung　auf　Agricultur
　und　Physiologie”（1840）（～culturのcは誤記にあらず，念のため）は，当時未だ殆んど明らかに
　されていなかった植物の栄養過程を解明した，まことに画期的な彼の主著である。
（6）J．B．　Lawes　and　J．　H、　Gilbert，℃n　the　Composition　of　the　Ash　of　Wheat－grain　and
　Wheat－straw”（1884），　J．　H．Gilbert，”　Agricultural　lnvestigation　at　Rothamsted，　England，
　during　a　period　of　Fifty　years”　（1895）．
（7）　J．B．　Lawes　und　J．　H．　Gilbert　”Entgegnung　auf　Baron　Liebigs　Grunds琶tze　der　Agri－
　kulturchemie”（1856），　J．　v．　Liebig　”Die　Grunds翫ze　der　Agrikulturchemie　mit　Rti’　cksicht
　auf　die　in　England　angesteltten　Untersuchungen”（1855）．
〔8）J．H．　von　ThUnen（1783～1850）の”Der　isolierte　Staat　in　Beziehung　auf　Landwirtsc－
　haft　und　N　atiQnal6kQnomie，　Bd．1，1826，　Bd．　皿，（1〕1850，（2）1863，Bd．　皿，1863”は農業経
　営組織の相対的優越性を説き，複合経営の方式も市場からの距離によってその有利性に差が出て来ること
　を説いている。
（9）F．Aereboe　（1865～1943）の”B　ei　t　r’i　ge　zur　Wirtschaftslehre　des　Landbaues”（1905）は，
　家族的農民的経営を出発点に，チューネンの様な抽象的方法を用い，ゴルツなどによって指摘された多く
　の問題をもって，高い理論をうち立てることに成功したものである。柏祐賢訳「農業経営学の基礎理論」
　昭和15年。
㈹　柏，前掲「農学原論」113ページ以下。
（11）同，115～6ページ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔皿〕
　本稿の冒頭に，　「複合経営」と「多角経営」の異同について触れた。戦前，特に昭和初期の農
業恐慌時に，　「多角経営」が奨励された事実を否定することはできない。周知の通り当時農村経
済社会を極度の疲弊から救うたあ，経済更生運動が起されたが，その更生計画に関して農林省の
訓令1）力咄された．その内容，事実経過ならびに諦については，騰2）鯵照していただく・
とにして，要するにそこで，この「多角経営」がクローズ・アップされたのである。
　戦前の多角経営を考える場合，規模は零細でしかも多くの場合小作農であること，農業外に就
業の機会が少いため，収入の増加をはかるには，自己の経営内部で自家労働の完全雇用を実現さ
せなければならなかったこと，そのため必然的に労働の過集約化を招いたが，同時に副業一家に
あって藁細工，竹細工をするとか，その他ささいな手仕事，賃仕事をする一を余儀なくされたこ
と，これらのことがらを前提にしなければならない。
　つまりこの場合の「多角経営」は，世界恐慌の中で深刻化した農業恐慌，そのような事態に経
営はいかに適応すべきかの，一つの結論として打ち出された理想型なのである。いいかえれば，
それは未だ適応の農学の所産に過ぎなかったのである。
　それであるから今日新たに「複合経営」を論じようとするなら，「多角経営」と同義異語では
あるが，暗いイメージがつきまとうから言葉を改めたというのではなく，制御の農学，形成の農
学としての「複合経営論」を展開しなければなるまい。そうでなければその議論に，今日的意義
を認めることはできないのではなかろうか。
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　それはさておき，まず今日「複合経営」についての論議が盛んになった理由tSあるいは直接の
契機は何か，これについて若干触れておく必要がある。すなわちそれは，高度成長経済の転換と
深い関わり合いをもち，多くの人達の関心をかき立てて来た問題である。農業基本法が，経済の
高度成長を促進する政策の一環として公布されたものであること，これについては今更改めて説
く必要もなかろう．精しくは拙著3）・・っいてみられたい調題はそれによ・て，どのよう傭態
が生まれて来たかであろう。
　農業基本法に基づく具体的政策の一つに，いわゆる選択的拡大があるが，これはある作目ある
いは部門を選び，その規模を拡大して行こうとするものであること，改めていうまでもない。す
なわちこれは，考え方として複合経営と正反対に位置づけられるものであり，したがって今日や
かましいところの複合経営論は，この選択的拡大政策の変化と無関係ではない。何故か。
　選択的拡大政策は必ずしも無差別に何か単一の作目あるいは部門を選んでよい，という性質の
ものではなかった。基本的には脱稲作の考えがあり，稲作に替えて何か他のものを拡大して行こ
うというのである。基本法農政の一本の柱である構造改善事業などで，例えば水田をみかん畑に
転換するといったことが推進されたが，これなどそのよい例である。
　それはともかくとして，この選択的拡大と規模拡大が結びついて，さらにそれが省力化，機械
化に発展して来た。基本法農政の展開以来，現実に我々が見ることのできる事態の推移は，正に
かくの如きものであった。農業基本法はその根本理念において，農工間の所得格差の縮小を目指
したが，そのため農業労働の生産性向上をうたっている。その労働生産性の向上が，前記の省力
化，機械化の推進によって実現するようになって来た。
　しかし実は問題はそこから起って来たのであって，省力化により労働に余裕を生じ，機械化に
よって資本負担が増大した。この二亜因の結合によって出て来たのが，兼業，出稼ぎの一般化現
象である。第1表に示す通り機械購入は多く借入れ資金に依存し，その返済のための収入をはか
らなければならないからである。兼業，出稼ぎが定着すると，農業部門のカレンダーは逆に農外
の事情によって修正され，その修正されたものが通常の姿になって行く。こうして比較的短期間
に生育し，（特に早生種の一般化によりその傾向が促進iされた）しかも収益性が安定し高い稲作が，
政府の期待に反して逆に固定化し，それ以外の作目，部門が，一二の例外を除いて縮小してしま
第1表　農機購入の借入依存度と借入金の構成比　　（％）
借　入　金　の　構　成　比借　入
ﾋ存度 近代化資金 農協プロパー 商系ローン その他
761 67．0 15．4 166 1．0
備考（1）本表は農林中金審査部「農機需要動向調査結果」による。
　（2）調査基準日は昭和50年10月1日現在である。
　｛3）本調査は農協を媒体としたものである。
　（4｝加重平均による全国である。
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うという，まことに皮肉な結果に陥入ってしまったのである。第2表の通りである。
　　　　　　　　　　　　　第2表　部門別作付面積の推移（全国）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ha）
昭　和　46　年 47 48 49
? ???，???
2，640，000 2，620，000 2，724，000
麦　　類 329，700 234，800 154，800 160，200
かんしょ 107，000 91，700 73，600 67，500
春植えばれいしょ 147，800 144，800 140，500 131，500
雑　　穀 33，600 35，000 36，100 31，000
豆　　類 336，㎜ 316，300 294，000 285，300
野　　菜 689，400 676，100 651，700 641，600
果　　樹 422，200 427，700 431，000 435，400
工芸作物 246，600 242，400 238，000 239，200
飼肥料作物 801，700 815，600 841，900 86正，400
備考（1）農林省「作物統計」による。
　　（2｝49年以外は沖縄県を含まない。
　確かに稲作は，我国の風土に適した作物で，極めて安定度が高いことは事実である。しかも田
植から収穫まで，土地面で行われる各種作業がほとんど機械化され，一方，病虫害防除のための
農薬の発達もあって，稲作労働は極めて簡略化されて来た。　（第3表参照）こうして農耕は稲作
に限り，機械化と農薬，化学肥料の多用化によって労働の軽減をはかり，作業の終了を急いで出
　　　　　　　　　　第3表　水稲作の労働時間と農機具の普及　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（時間・千台）
一
10a当たり 農業機械の普及 （動力）
労働時間 トラクター 田　植　機 刈　取　機
昭和30年 190．4 一 一
35 172．9 514 一 『
40 141．0 2，156 一 一
45 117．8 3，448 32
??????
47 99．0 3，536 164 807
48 927 3，603 284 1，010
49 87．1
　　　　　　　備考　農林省「米生産費調査」による。
稼ぎに出るという，一般的な兼業農家のパターンが定着して来た。
　しかしその結果家畜が農家から姿を消し，厩肥が生産されなくなり，藁が不要になったため田
面で焼くか，最近は切りきざんで撒きちらすかしてしまう。切って撒くのはまだしも，それ以外
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は土壌に有機質を補給する道を絶つことになり，化学肥料，農薬の多用は，土壌の悪化に拍車を
かける。このことが「有機農業」論をクローズ・アップさせたが，それはともかくとして，繰
返すが，畜産部門，裏作（冬作），疏菜作等が通常の農家の経営内部から消えて行ってしまった。
いいかえれば小農的多角経営は，高度経済成長の過程で崩壊し，稲作とそれに少数の作目の，そ
れぞれ単一一経営に移行して行ったのである。
　しかるに経済の高度成長が止み，低成長時代に入ると，出稼ぎ，兼業機会に恵まれなくなり，
ほとんど固定して来ていた稲作・出稼ぎといったパターンが崩れ始めた。これが崩れると機械，
農薬，化学肥料等の費用負担が重圧となって経営を圧迫するから，どうしても経営内部にもう一度
就業機会を作らなければならなくなる。それに加えて国際的な食糧事情の悪化から，食糧自給論
が台頭して来た。それが農業見直し論として展開されるようになって来ると，さらに複合経営論
　　　　　4）に結びつき，　多角経営の再認識がいわれ始めたのである。
　何れにしてもこうして，今日複合経営に関する論議が行われているが，その直接の契機につい
てみると，やはり何らか，条件の変化に対応して経営内部の構成を変えようという，単純な発想
に基づく議論のように思われてならない。そうである限り戦前の多角経営と同じ発想で，未だ「適
応の農学」の域を脱していない。
貝原鞭はT．ブ］Jンクマン5？H．C．テイラrC．Lホ、レムス6）などを引用し，融
内部の部門間の関係について考究された。そして複合経営の内部構造を明らかにすることにより，
農業経営は本来複合的であることを説いておられる『）その限りで論旨は明快，説明は懇切であ
る。ただし，教授の場合「複合経営論」の現代的意義が必ずしも明らかにされていないので，その
点に関して別の機会を待ちたいものである。
　　　　　　　　　　　　　8）　同じ特集号に金沢教授の論文がある。先にアーレボーの農業経営理論は，規模論一彼の場合は
家族的小農経営をよしとした一と集約度論とがからみ合っているとしたが，教授の場合もやはり，
規模論と集約度論を関わらせて複合経営論を展開しておられる。その意味ではアーレボーが下敷
きにされているかのようである。
　もっとも教授の場合は，複合経営を規模拡大の線上で捉えようとしており，したがってアーレ
ボーのような，小農的家族経営は論議の対象外におかれる。同時にまた，現代の小農的複合経営
論には批判的である。教授によれば，規模拡大はビジネスサイズ拡大の基本的手段であるから，
それを悪とするのは誤りであり，必要なことは，規模拡大に伴って拡大された固定的装備を，適
正に操業するよう工夫と努力をすることである，としている。
　それはその通りであるが，規模拡大に伴って拡大される固定的装備を適正に操業するといわれ
る，その適正にとはどういうことを意味するのか。これについて若干の検討が必要である。ここ
でいう規模拡大の内容は必ずしも明確ではないが，文意より判断して可及的大規模に拡大するの
をよしとしておられるようなので，そのように理解して，それに見合う固定的装備を考えると，
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かなり大がかりのものになる筈である。しかしその場合工業のように機械体系を作りあげ，必要
なら1日中，あるいは年間連続稼動させる，という訳には行かない。
　もちろん農業機械でも，効率的に使うのとそうでないのとでは，収益計算の上で差が出て来る。
当然のことであるが，その効率的な使用にも限界があり，最も多目的に使用できるトラクターで
も，工業機械のように年間フル操業などいう事態は，まず起り得ることではない。したがって操
業を適正にするよう工夫と努力が必要であるとする，その趣旨はもっともながら，農業経営にお
いてはそこのところが一番難しく，まず大概の場合いくら努力と工夫をかさねても適正を欠く，
ということになりかねない。
　それはともかくとして，教授の複合経営論は，前述のように規模の変化ではなく，明らかに拡
大の路線上にある。その限りでは，経営のおかれている基本的条件の変更という，積極性を含ん
でいるようであるが，規模拡大を悪とするのは不可としながら，それを善とする理由を必ずしも
明確にしてはおられない。したがって形成の農学を望みながら，未だ「適応の農学1の範囲にと
どまるもののようである。
　　　　　　　9）　飯沼教授の所論は，極めてユニークである。教授は今日の農民精神の荒廃は，農業近代化論と
国際分業論に基因するとみられる。すなわち両論が経営の大規模化，単作化，機械化をまねき，
その一方で減反政策をとらしめたからであると。教授によれば我国では土地の生産性が高いから
労働集約的農業がよく，土地や資材，労働を十分に利用するには複合経営がよろしい。すなわち
小農的家族複合経営が日本に適しているとの主張であるが，この点で金沢教授と真向から対立し
ているようである。しかもなおアーレボー的で，この限りでは「適応の農学」に属するといえよう。
　ただし教授は，小農的家族複合経営に戻る必要があるなら，それを妨げている社会経済的条件
を変えればならないとする。そのための資金として国家，地方公共団体，農協の融資があるが，
それを小農的家族複合経営を実現するように仕向ける必要がある。さらに流通に問題があるから，
中間段階で行なう規格化などを止めさせ，農協の産直を実現すべきである。融資の問題は，政府
や県にまかせていたのでは望みなしで，小農的家族複合経営を実現するためには，町村や農協が
政府や県から来る金を，地元の要求にこたえるよう主体的に読み替え，地元の意志通り使うよう
にしなければならないとしている。
　さらに教授は，農民の間に実際に行なわれている例をあげ，共同複合経営を推奨する。個別の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　ノ　　ノ小農的家族複合経営が「その複合経営としてのうまみを発揮するためには，いくつか異った種類
の複合経営が，その経済的な独立性を保持したままで，相互に結び合うことである」として，共
同化をよりよいものとみている。
　　　　　　　　　　　　10）　しかし農林省官吏の私見　として出されている「地域複合営農」論は，危険な考えであるとし
て否定的である。これは「単一部門経営化した農家群を，集合体として再編成し，個別経営のう
ちで失われた部門間の補充・補合関係を，経営間の協力関係により再現し，地域全体（その範囲
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は条件によって異る）として，複合経営のメリットを発揮しうるような，新しい農業生産のシス
テム」であるが，教授がこれに否定的であるのは，農林省が自ら単作経営化を進めながら，その
政策の失敗の責任をとろうともせず，今さら個別経営の家族的複合化は不可能と勝手にきめ，個
別経営は単作のまま，地域複合営農の提唱という形に，問題をスリ替えようとしているからとい
うことらしい。
　教授のいう国家，公共資本の地元の主体的読みかえや，小農的家族複合経営の共同化などの提
案は，社会経済的条件の克服という意味で「制御の農学」に，共同化という点では新しい条件の
設定になり，「形成の農学」に属するというべきであろうか。しかし小農的家族複合経営をよしと
する根拠が，教授一流の風土論にあるようで，必ずしも全面的に納得できるだけの説明が与えら
れているとは思えない。
　以上の複合経営論を整理してみると，（1｝小農的家族複合経営論，②規模拡大を前提とする複合
経営論，（3｝小農的家族複合経営の共同化論，（4個別単作経営の結合による地域複合経営論の四つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）になる。このほかに京都方式と呼ばれる㈲総合産地複合経営論　がある。
　（5）の京都方式と呼ばれるものは，京都府農業会議が公表した「ふるさとを築く革新自治体の農
政」によるもので，「京都の地域農業を，農家と地域の条件に応じて，農民の自主性を基礎に全
面的・総合的に発展させ，良質・安全な食糧を地域住民に安定的に供給しうる総合産地化として
展望。またその担い手は，今日の新たな事態の下で，農民的な生産力を追求する専従的な経営の
確立をめざし，その経営形態として，　“新しい複合経営、を，組織としては個別経営の補完機能
を担当する“自主的な生産組合、を重視し，その育成を政策課題とする」ものである。
　この方式の特徴は生産組合で，特に自主的と断っているが，これだけではそれがどの程度意味
をもつのか分らない。重要なことは生産組合を作ることと，「新しい」複合経営を追求すること
であろう。何が新しいのか論文の示す限りではよく分らないが，大方それは次のような内容のも
のらしい。稲作労働時間が短縮して「米プラスα」から「Ctプラス米」になって来ているし，そ
そうさせなければならなくなって来た。機械化中心のいびつな生産力の発展と地力問題や公害問
題に主体的に対応しなければならない。農基法農政の反動とみられる，個別家族経営の枠内で経
営と自然循環の自己完結を求める，　「複合経営」絶対化論と区別をして行かなければならない。
そこで単一経営であろうと複合経営であろうと，あるいは兼業農家であろうとかまわない，自主
的な協同化をすすめるため生産組合をつくる。機械，施設の協同利用をやる。このような農業の
担い手によって営まれる地域農業は，単一産地化ではなく，複数の作目の有機的結合による「総
合産地化」することにより実現される。以上である。
　いずれにしてもこの方式は，（3）と（4）を混合した中へ生産組合を入れ，そして生産組合間の協同
をはかろうとするもので，これと地域の行政，経済，生活などが結合すれば，合作社類似の組織
ができ上るのではないか。それはともかくとして，これもまた新しい組織イヒの一形態であり，そ
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の限りでは「形成の農学」的思考を行なっていることになる。
｛1）農林省「農山漁村経済更生計画樹立方針」昭和7年。
｛2）拙著「日本農業協同組合論」昭和39年，103ページ以下。
（3）前掲拙著，233ページ以下。
（4｝飯沼二郎「いかにして日本農業を回復するか」「農業と経済s前掲号，20ページ。
｛5）T．Brinkmann（1877」－1951）はその著tt　Das　Oekonomik　des　landwirtschaftlichen　Betriebes”，
　1922（G．D．　S　．　VII）でアーレボーの業績をより精緻にし，かつアーレボーがミクロの経営を取りあげた
　のに対し，国民経済的見地に立って異った経営をどのように立地配置させるかを考えた。
｛6）　H．C．Taylor“Outlines　of　Agricultural　Economics”（1925），C．　L．Holmes鯉Economics　of
　Farm　Organization　and　Management”（1927）．
（7）貝原，前掲論文参照のこと。
（8｝金沢，前掲論文参照のこと。
｛9）飯沼，前掲論文参照のこと。
ao｝吉村正機「私の複合経営論」「技術と普及」臨時増刊「新しい複合経営への道」1975年。
｛11｝渡辺信夫「「新しい複合経営」と自主的な生産組合で専従経営化と総合産地化をu　「農業と経済」前掲
　号，29ページ以下。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔IV〕
　以上最近の「複合経営」に関する所論を概略検討してみたが，必ずしも充分に「形成の農学」
として論議がつくされているとは思えない。形成とは未来形成であり，したがってそこには，未
来への展望がはっきりと示されていなければならないのである。金沢教授の規模拡大は未来にど
う連るのであろうか。飯沼教授の小農的家族複合経営の共同化は，果して個別経営の複合形態を
何時まで推持させるであろうか。吉村氏の単作経営農家の集合体による地域複合営農構想は，モ
ザイク模様のように鮮明であるが，計画性が強まるにつれて個別農家の経営の固定化が起るので
はないか。京都方式は極めて緻密な計画経済を必要とするが，それが現実に伴い得るものなのか
等々，まだまだ多くの問題を残しているように思う。
　それにもかかわらず，とにかく新しい農学の段階に適する経営論が芽生えて来たことだけは事実
である。これを十全ならしめるためには，自然的環境を克服する側面を複合経営論の中に組み込
まなければならない。部分的には公害問題一畜産公害への対応が説かれてはいるが，自然的環境
を克服するということは，もっと壮大な，新しい自然を作出することに連るものなのである。
　平地，都市近郊では，いや応なしに農業が圧迫されて行くことであろう。既に我国の農地制度
は，政策的に農地を確保することを難しくしている。虫喰い状態に荒らされた農村部で，兼業化
の進んだ農家を，いかようにして組織化し，その中で複合経営を実現させて行こうというのか。
いや，いかなるところであろうといかなる規模であろうと，農業以外に生活の道がなければ，何
人に教えられなくても農家は，自ら複合経営を営むこと必定である。何故かといえば，農業とは
そうしたものであるからである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iそれであるから，真の意味で「形成的」な「複合経営論」は，新しい大規模な農地の造成，そ
れもTVAや愛知用水等によって示された，総合的な新しい自然の作出に基く，新しい組織をも
ち，新しい生産技術システムを備えた，複合経営を構想するところに，真の姿を見出し得るので
はないか。新しい自然の作出を根底に置かない「複合経営論」は，たとえ「形成の農学」的思考
を行なっていても，現実には「適応の農学」に倭小化されて行く可能性が大きい。
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